
0 

市民のまちづくり復興への意識調査 

 

５月１日～５月１５日  ２週間 

 

り災者を対象とし、り災証明や住宅の応急修理の発

行窓口（市役所）や避難所、仮設住宅、市内の大手

スーパーなどで実施。窓口へのアンケート配置のほ

か、臨時職員等（約３０名）が市民に口頭で依頼する

など積極的な取得を実施。 

 

９８０６件（5/22集計） 

内訳：石巻N=8,396  河北N=168  雄勝N=273 
    北上N=368  牡鹿N=418  河南･桃生N=126 
    無記入N=57 
 

①性別、②年齢区分、③被災前職業、④被災前住居

地区、⑤被災前の住居区分、⑥住居の被害状況、 

⑦今後の住まいの希望、⑧今後の住まいの希望場

所、⑨必要な防災体制、⑩今後のまちに望むもの、

⑪自由意見 

目 的 

期 間 

聴 取
方 法 

収集数 

聴 取
内 容 

（その他） 
医療関係、建設業、建築業、運送業、食品加工業、 電気工事業、 
製造業、看護師、船員、造船関係、福祉関係、介護関係、学生、 
理美容系、ＩＴ関係、印刷業、アパート経営  など 

石巻の都市基盤復興に対する市民アンケート結果 

回答結果【石巻市全体】 

男 

43% 

女 

56% 

無回答 

1% 

10歳代 

1% 
20歳代 

6% 

30歳代 

13% 

40歳代 

18% 

50歳代 

21% 

60歳代 

24% 

70歳 

以上 

16% 

無回答 

1% 

①性別 
N=9806 

②年齢構成 
N=9806 

③被災前職業 

N=9806 

農林業 

1% 

漁業 

6% 

水産 

加工業 

7% 

商工業・サー

ビス業 

14% 団体職員 

3% 

公務員 

3% 

自由業 

3% 

アルバイト・

パート 

14% 

家事専業 

15% 

無職 

19% 

その他 

15% 

無回答 

1% 
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（その他） 
屋根瓦破損、屋外・屋内壁等破損、家財倒壊、 
ブロック塀倒壊、床・扉の軋み、地盤沈下、 
被害なし  など 

（その他） 
未定、修繕費用による、中古住宅、仮設住宅に申請中、 
親・子供・親類宅に同居、老人施設への入居、 
都市計画とか決まらなければ希望が持てない、 
家賃が安ければアパート、 
被害がないのでそのまま住む  など 

回答結果【石巻市全体】 

流失 

10% 

全壊 

30% 

半壊 

14% 

床上浸水 

16% 

床下浸水 

8% 

その他 

18% 

無回答 

4% 

持家 

（修繕する） 

43% 

持家 
（新築する） 

15% 

借家 
（一戸建て） 

9% 

共同住宅 
（アパート、賃貸

マンション） 

9% 

共同住宅 
（分譲マンション

等） 

1% 

公営住宅 

5% その他 

9% 

無回答 

9% 

被災前の

場所（自

宅）に住

みたい 

43% 
これまでと

同じ地域

に住みた

い 

21% 

石巻市内

の他の地

域へ移転

したい 

20% 

石巻市外

へ移転し

たい 

5% 
無回答 

11% 

⑧今後の住まいの場所 N=9806 ⑦今後の住まいの希望 N=9806 ⑥住居の被害状況 N=9806 

5,441  

4,519  

4,389  

3,475  

4,651  

2,999  

537  

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

迅速に避難できる 

避難路の整備 

自家発電等を備えた 

避難所の確保 

市街地沿岸沿川地域の周りを 

堤防・防潮堤で囲む 

地域全体に盛土をして 

地盤を高くする 

高潮や津波から避難できる 

高さのある建物があること 

現在地に近い高台に 

まちをつくる 

その他 

3,560  

2,383  

1,273  

1,303  

3,728  

1,825  

4,718  

1,205  

3,938  

1,841  

190  

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

計画された道路網の整備 

にぎわいのある商店街 

子供から大人まで楽しめる多目的広場 

こころ安らぐ憩いの公園・緑地 

身近な医療施設 

高齢者にも優しいバリアフリー化 

安全で安心できる防災体制 

充実した教育の場と文化施設 

多くの働き場所 

市内を循環する公共交通施設 

その他 

⑨必要だと思う防災体制は 
N=9806 ※複数回答可 

⑩今後のまちに望むもの 
N=9806 ※３つ選択 

避難路の整備を選択した方が最多 安全で安心できる防災体制を選択した方が最多 
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今後の住まい方（被害状況別）【石巻市全体】 

今後の住まい方（被害状況別）※件数 

今後の住まい方（被害状況別）※割合 

121  

941  891  993  

502  
770  308  

577  
258  

294  

154  

419  
472  

1,095  

142  
151  

47  

88  88  

199  

40  
72  

27  

51  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

流失 全壊 半壊 床上浸水 床下浸水 その他 

石巻市外へ移転したい 

石巻市内の他の地域へ移転したい 

これまでと同じ地域に住みたい 

被災前の場所（自宅）に住みたい 

12.2% 

33.5% 

66.9% 

65.8% 

68.8% 

58.0% 

31.1% 

20.5% 

19.4% 

19.5% 

21.1% 

31.6% 

47.7% 

38.9% 

10.7% 

10.0% 

6.4% 

6.6% 

8.9% 

7.1% 

3.0% 

4.8% 

3.7% 

3.8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

流失 

全壊 

半壊 

床上浸水 

床下浸水 

その他 

被災前の場所（自宅）に住みたい これまでと同じ地域に住みたい 石巻市内の他の地域へ移転したい 石巻市外へ移転したい 

流失した方の５割以上が他の地域を希望 

 

N=8700 

N=8700 

（その他） 
屋根瓦破損、屋外・屋内壁等破損、 
家財倒壊、ブロック塀倒壊、 
床・扉の軋み、地盤沈下、被害なし 
               など 



7.5% 

11.0% 

7.4% 

6.3% 

8.4% 

6.7% 

全体  

10代・20代  

30代・40代  

50代  

60代  

70代以上  

石巻市外へ 

移転したい 

41.3% 

46.9% 

46.6% 

45.8% 

34.5% 

33.9% 

全体  

10代・20代  

30代・40代  

50代  

60代  

70代以上  

石巻市内の他の地域へ 

移転したい 

23.3% 

21.1% 

23.0% 

22.0% 

23.4% 

26.6% 

全体  

10代・20代  

30代・40代  

50代  

60代  

70代以上  

これまでと同じ地域に 

住みたい 

27.9% 

21.1% 

22.9% 

25.9% 

33.7% 

32.8% 

全体 

10代・20代 

30代・40代 

50代 

60代 

70代以上 

被災前の場所（自宅）に 

住みたい 

3.9% 

5.0% 

4.2% 

4.3% 

3.1% 

3.3% 

全体  

10代・20代  

30代・40代  

50代  

60代  

70代以上  

石巻市外へ 

移転したい 

9.6% 

11.2% 

13.7% 

9.4% 

6.8% 

4.6% 

全体  

10代・20代  

30代・40代  

50代  

60代  

70代以上  

石巻市内の他の地域へ 

移転したい 

19.8% 

27.7% 

20.6% 

20.0% 

18.8% 

15.8% 

全体  

10代・20代  

30代・40代  

50代  

60代  

70代以上  

これまでと同じ地域に 

住みたい 

66.7% 

56.2% 

61.6% 

66.3% 

71.3% 

76.2% 

全体 

10代・20代 

30代・40代 

50代 

60代 

70代以上 

被災前の場所（自宅）に 

住みたい 
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流出・全壊 

半壊・床上・床下 年齢を経るほど 
自宅に住みたいという傾向 

若い世代ほど 
他の地域への移転を希望 

今後の住まい方（被害状況別、年齢階層別）【石巻市全体】 

N=7580 

N=7106 



地震・津波被害と防災上の課題を踏まえた防災基盤のあり方(案) 

直接被害の防御 ・軽減に向けて 

間接被害の防御 ・軽減に向けて 

防 災 上 の 課 題 に 対 応 し た 対 策 

① 津波を防御もしくは被害を軽減する海岸・河川堤防の整備 
② 津波被害を軽減（減勢）する樹林帯（松並木）やブロック、ビルなどの整備・配置 
③ 港湾施設背後地の津波被害を防御・軽減する施設整備（例：高盛土の道路など） 
④ 津波に対する住居の安全性を高めるため、堤防を複数配置するなどの防御の二重化 
⑤ 津波浸水区域からの移転（牡鹿半島などで高台への集団移転など） 

⑥ 市街地への浸水を防御する堤防整備（都市を堤防で囲む） 

⑦ 大雨などで市街地が浸水しても短時間に排水できるよう雨水幹線や排水機場の整備（津波で水をか
ぶってもポンプを稼働できるよう機械の見直しも含む） 

⑧ 車や船、タンク、丸太などが住宅地に流れ込まない様、船の係留施設や資材置場の配置の見直し 
⑨ 津波後の火災を防ぐよう、各戸や工場など防火体制の徹底 

⑩ 大潮や高潮で浸水被害が発生する恐れがあるところを対象として、防潮堤や排水機場の設置や全体
的に地盤を嵩上げするなどのまちづくりの見直し 

11 避難所の見直し（津波被害を踏まえた見直し） 
12 津波に対する防災訓練の推進、及び津波防災教育の実施 

13 震後すぐに、市役所と各支所との連絡・交通が図れるようなネットワーク（浸水に左右されない高盛土
道路によるネットワーク形成） 

14 避難所の自家発電機の整備と自然エネルギーの検討。また避難所に一週間滞在できる備品など備蓄
の推進を図る（災害に強い通信網も含む）。 
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 地震・津波による被災や防災上の課題を踏まえて 

  災害に強いまちづくりを推進（防災まちづくり） 

③ 避難路・緊急輸送ネットワークの確保 

① 安全で安心できる住・職環境づくり 

② 安全な避難所の確保 

 避難場所までの迅速な避難ができるような避難路を設けるとともに、発災後の迅
速かつ円滑な救援・救護活動ができるよう緊急輸送ネットワークを形成する 

  都市計画街路等の幹線道路の整備 

 自然災害に対して安全で安心して住み働けるよう、まちづくりにおいて地域の
特性に応じて適切な事業や規制・誘導を効果的に組合せる 
   
  高 台 の無い 市 街 地 ：住居の移転を図ると共に堤防や道路等で二重の防御              
  高台に囲まれた漁集落：安全な高台への移転 

 住居と職場それぞれについて安全な避難所を確保するとともに、避難所において
は、もし外部電源が途絶えても太陽光発電等により、情報や連絡の確保を図る 

「災害に強いまちづくり」の基本方針 
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（４月29日記者発表） 
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非可住地 

非可住地 

避難ビル 

避難ビル 

防
波
堤 

港 

高台の無い市街地の復興イメージ 

二重の防御（堤または道路）で津波を防御し、住居そして学校や病院を守る 

※市街地再開発事業や土地区画整理事業、住宅整備事業、その他都市計画制度の組み合わせにより、まちづくりを進める 
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波
の
減
勢
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の
第
１
防
御
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波
の
第
２
防
御
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樹林帯 

学校や病院、避難所など 

学校や病院、避難場所など 

（津
波
の
第
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災害に強い街づくり 
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http://pixta.jp/graphic/1844809
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http://pixta.jp/graphic/2122151
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集団
移転 

集落 

高 台 

       高台に囲まれた漁集落の復興イメージ図 

津波の及ばない高台への住居集団移転を図り、安全安心を確保 

漁 港 

非可住地 

住家の高台移転のイメージ 

災害に強い街づくり 
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平成23年３月31日読売新聞より引用 

住居 

職場 



エネルギーの自給が必要 

①自然エネルギーの活用 

震災発生後、          
エネルギー供給ストップ 

〈太陽〉 

太陽光発電 

〈風〉 

風力発電 波力発電 

〈海〉 

災害時のエネルギー供給も可能 

 新しいまちづくりにあたっての挑戦 その１ 
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石巻の資源って・・・・？ 



 LRTとは、Light Rail Transitの略で、低床式車両(LRV)の活用や軌道・電停の改良による乗降の容易性、定時性、速達性、快適性などの面で優れた特
徴を有する次世代の軌道系交通システムのことです。  

  近年、道路交通を補完し、人と環境にやさしい公共交通として再評価されています。  
  交通環境負荷の軽減     LRTは、環境負荷の小さい交通体系の実現に有効な交通手段です。 
  交通転換による交通円滑化   都市内の自動車交通がLRTに転換されることにより、道路交通が円滑化されます。 
  移動のバリアフリー化   低床式車両や電停のバリアフリー化により、乗降時の段差が解消されるなど誰もが利用しやすい交通機関です。 
  公共交通ネットワークの充実   鉄道への乗り入れや他の公共交通機関(鉄道、地下鉄、バス等)との乗換え利便性向上、P&R駐車・駐輪場の整備を

図ることで都市内交通の利便性が向上します  

利便性 環 境 

福 祉 

交通渋滞解消 

ＣＯ2削減 

バリアフリー対策 

 新しいまちづくりにあたっての挑戦 その２ 

②交通政策（新交通システムの導入） ※ＬＲＴ：次世代の軌道系交通システム 
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④助け合い社会の形成 (地域コミュニティの推進 ) 

 新しいまちづくりにあたっての挑戦 その３ 

参考 コレクティブハウス「真野ふれあい住宅」（神戸市） 

 コレクティブハウスとは、複数の世帯が、1つのダイニングキッチンや庭などを共

用し、相互に交流し、支え合う共同生活を営むための住宅。 

 20〜30世帯、50〜60人程度の規模が理想とされ、戸建住宅群、集合住宅、タ

ウンハウスなどの様々な居住形態をとる。各世帯の専有住居を確保し、プライバ

シーに配慮している点では現代の核家族向けであるが、その一方で共有スペー

スをフルに活用し、多くの家事労働を分担する点ではかつての大家族や地域社

会をほうふつさせるなど、両方のライフスタイルの長所を積極的に取り入れてお

り、要介護の高齢者やシニア世代が増加する今後の本格的な高齢社会に向けて

の有効な対策としても期待されている。 

参考 幼稚園・特別養護老人施設の複合施設   

    「にしはら幼稚園」（千葉県柏市） 

 互いに助け合う地域コミュニティ形成の推進（⇒自主防災組織） 
 地域の高齢化抑止策としての「まちなか居住」など、まちづくりや住宅政策を推進 
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 保育施設・高齢者住宅の複合施設は、高齢

者と子ども達との交流を目的とした施設で

す。高齢者と接することで「社会」・「人間」を

学ぶ子供たちと、子供たちと接することで「純

粋さ」 ・ 「元気さ」をもらう高齢者。この異世代

の交流が期待されている。 

 １階部分に店舗や公共施設等を配置し、２

階以上に居住空間を配置する。居住者の利

便性が向上することで「まちなか居住」が可

能となり、市街地の活性化が期待される。 

 １階部分には、店舗・公共施設・病院等が

想定される。 

参考 店舗・公共施設等併用共同住宅（イメージ） 


